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2001年8,月、文部科学省は、「地方教育行 政の組織 と運営に関す る法律(以 下、地教行 法)の 一部
を改正す る法律の施行 について」の通知文書 を全国都道府県教育委員会な ど宛 てに出 した。改正 と
は、「高等学校 の教育の普及及びその機会均等 を図るた め」に、公立高校 に 「通学 区域 を定める」 と
していた第50条の削除のこ とである。通学区域 は、1946年のアメ リカ教育使節 団報告が描 いた 「希
望者が全員入学で きる三年制の上級 中等学校 」(1)としての新制高校 の理念 を具現化す る重要 な制度
のひ とつであったが、教育の普及 と機 会の均等 を保 障す るための制度 は、なぜ見直 され ることにな
ったのか。通知は法律改正の根拠 として、1998年の 中央教育審議i会答 申 「今後 の地方教育行政の在
り方 について」、2000年の 「教育改革国民会議報告一教育 を変 える17の提案一 」、同年の行政改革推
進本部規制改革委員会 「規制改革 についての見解」の三つ をあげている。 どの ような論議 を経て法
改正 に至ったのかを、まず検討す る。
(2)法改正の経過
1998年の中央教育審議会答 申は、国政全般 の地方分権 の流れのなかで教育委員会が 「主体的かつ
積極的に行政施策を展 開す ること」 が必要である として、地域の状況 に応 じた施策 を行 うな ど、従
来 よ りも大 きな役割 を果たす よ うに求 めた。その うえで通学 区域 について、「高等学校 を設置す る市
町村の主体 的判断を尊重す る観 点か ら見直す こと」 として、第50条を再検討す る方向 を示 した。
その後 の教育改革国民会議報 告 は、「特 に公立学校 は、努力 しな くてもそのままにな りがちで、内
か らの改革 が しにくい」 との認識 を示 し、「地域の信頼 に応 える学校づ く りを進 める」ためには、評
価制度の導入 と並んで、「通学 区域の一層 の弾力化 を含 め、学校選択 の幅 を広 げる」ことが必要だ と
した。っま り、競争 が改革 を促す として、通学 区域制度 の見直 しの 目的 を、義務教育段 階 も含む公
立学校 を競争的環境 に置 くことに変化 させ たのである。
さらに規制改革委員会報告は、 「公 立小 ・中 ・高等学校における通学区域 の弾力化」 の章で、 「学
校選択の機会 が拡大す るこ とに よって、校長 を始 めとす る教職員 の意欲 を引き出せ るとい う効果 も
期待でき」、学校間の競争が 「多様で個性 的な教育 を推進」す るこ とにつながると主張 し、教育改革
国民会議 の認識 を共有す る姿勢を示 した。とくに高校教育については、「地教行法 を見直 し、通学区
域 の設定等 を設置者 である都道府県等の 自主的な判断に委ね るべきである」 と、法改正の提言 に踏
み込んだ。 こうして地教行法の見直 しは、当初 の教育委員会の裁 量権拡大 とい う趣 旨か ら、通学区
の拡大ない し撤廃 に よって学校 間の競争 を促進 させ ることへ と目的が転換 され たのであ る。小 中学
校 の学校選択制が2000年度 よ り全 国各地に広 がったが、文部科学省 が行政改革委員会や経済戦略会
議 の答 申な どの提言 によって、法解釈 の 「弾力化」を認 めざるをえな くなった過程 と同様 である(2)。
先の通知 には留意事項 として、「本改正 は、一律に、通学 区域 をいわゆる全 県一学 区にす るこ とや
通学 区域 の拡大 を意図す るものではな く、公 立高等学校 の通学区域 の設定について(中 略)教 育委
員会の判 断に委ね よ うとす る趣 旨のものであるこ と」の一文が挿入 されたが、 このよ うな議論の経
過 に対 して文部科学省 としての立場 を再度 、明確 にす る必要 性を認 めたか らであろ う。 地教行法改
正 の議論 をた どると、中教審答 申の地方分権促進 の意図か ら離れていき、「学校選択」をほ とん ど唯
一 の政策 オプシ ョンとす る市場原理主義的な提案が前面に出て きた ことが確認 できるのである。






新制高校発足後、その理念に沿って小学区制 を基本 とす る通学区域 が全国的に導入 され たが、い
くつかの府県では、旧制中学 と旧制高等女学校な どを前身 とす る複数校 が応募者 を一括 して選考 し、
合格者 を通学距離な どによ り各校 に配分す るとい う方法 を採用 した。総合選抜制 と呼ばれ る、教育
委員会が就学すべき学校 を指定す る通学区域制 の一つの形態であ る。教育機会 の均等 と男女共学の
実現 を図る うえで効果 的な制度 であった。
間もな く、多 くの教育委員会 が さまざまな事情か ら小学 区制 を放棄 してい くが(3)、京都府、岡 山
県や長崎県な どにおいては、郡部 にお ける小学 区 と都 市部 での総合選抜制度 とい う組 み合 わせの通
学 区制が長 い間、続 くことになった。その後 、高校進 学率 の上昇 と人 口の都 市集 中に応 じて増設 さ
れた高校 も総合選抜 グループに取 り込み、長崎県や岡山県 では最 大5校 問の総合選抜が行 われてい
た。
また高校 の受験競争 が社会問題化 した70年代 には、総合選抜制を廃止 していた大分県で再導入 さ
れた ほか、東京都や愛知県、山梨県 な どで、受験競争 の過熱化 を抑制す ることを 目的に新 たに導入
された。総合選抜制を実施す る都道府県数 は、1980年前後 をピーク とし、期 間の長短、実施 区域の
広狭の違 いはあったが、22都道府県 に及んだ。
しか し1980年代後半以降、総合選抜制か ら単独選抜制に移行す る都府県が増 え、1996年度段階で
は9府 県にまで減少 した(4)。その後 も、98年に広 島県が廃止 したのに続 き、99年に岡山県、2003年
には長崎、宮崎、徳 島の3県 、翌04年に福井県、07年には山梨県 と、総合選抜制 を廃止す る県が相
次いだ。2008年度入試 で、いずれ かの学区において総合選抜 を実施 したのは、京都府 と兵庫県の2
府県だけ となった。
総合選抜制は、すべての高校がほぼ同 じ教育内容 を提供す るこ とを前提 とす る。学校 は多様で個
性的であ るべ きだ とす る立場か らすれば、 もっ とも否 定 され るべき制度であ る。実際、総合選抜制
か ら単独選抜制への移行時 には、 どの教育委員会 も、各高校の 「特色づ くり」による 「多様 な高校
教育」の実現 を 目指す ことを 目標 に掲げた。 では、総合選抜が廃止 された地域 で多様化 、個性化 し
た学校教 育が、どのよ うに実現 したのか、あるいは実現 しなかったのか。実現 しなかった とすれば、
それは何故 か。
以下、比較的、長期間にわた って大規模 に総合選抜 を実施 して きた大分、岡山、長崎の3県 の事
例 を取 り上げ、その解体 の過程 とその後の高校 の特色づ くりと中学生 の学校選択 が どう変 わったの
かを検証 し、学校選択 の拡大の結果 を検討す る。
2.総合選抜制の解体
(1)解体過程
大分県で総合選抜制の廃止 について公式 に触れたのは、1993年の学校教育審議会の答 申が初 めで
ある(5)。答 申は、 「合 同選抜 を含 めて入学者選抜制度全般 について見直 し、改善 をす ることが必要
である」 として、選抜制度の全般 的な見直 しを提言 した。その理由 として示 され たのは以下の3点
である。第一 に、「個性 を生 かす教 育を一層推進」す るために生徒が 「主体的に学校選択 」できる環
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境 が求め られ てい ること。次いで、生徒数 の減少 によ り従来の通学区(16通学区域)は 「細分化 さ
れす ぎ実情 に合わな く」な ること。第三 に、「推薦制度 など選抜方法の多様化の工夫」が求め られて
いることであった。 この2年 後 に通学 区が6区 域 に再編 され るとともに総合選抜 が廃止 され た。
岡山県の公的文書が総合選抜制の見直 しに触れたのは、1990年の高等学校教 育研究協議会 の答 申
が最初である(6)。10年後 を見通 した基本的方向性 を示 した ものであった。「改善の視点」として、「個
性化」な どを改革のキ0ワ0ド としてあげた後 、「学区制 と入学者選抜制度 」の章 のなかで総合選抜
制 の見直 しが取 り上げ られた。 そのなかで問題 として二点 をあげた。第一に、小学 区を基本 とす る
普通科(21学区)と 職業科の中学 区あるいは全県学区 とい う複雑化 した通学区制 の整 理の必要性で
あ り、次いで通学区の区分が昭和30年当時の交通事情や人 口分布 を もとに しているため実情 に合わ
な くなっていた ことである。改革 の方向 として、普通科 について学校 の個性化や特色づ く りを推進
しなが ら中学 区に移行す ること、総合選抜制 については現状 を維持 しなが らも希望校への出願 を可
能 とす る方途 を検討す るよ う提言 した。その後96年、県立高等学校入学者選抜制度検討委員会が具
体的な改革案 を取 りま とめ、最終報告 を提 出 した(7)。普通科 を6つ の中規模学 区に統合 し、総合選
抜 も全面的に廃止 して普通科高校 の特色づ く りを進め る、 とす る内容 であった。県教委 は普通高校
の特色化づ くりの事業予算 を確保 した うえで計画 どお り98年度 を最後 に総合選抜制の廃止 に踏み切
った。
長崎県の場合 、離島が県総面積 の4割 を占め る地理的特徴 か ら、多 くの地区は実質的に小学 区に
近 く、都市部の総合選抜 と郡部 の小学区の組合せ は大分県や岡山県 とも共通す る(8)。94年に県教育
振興懇話会 が、総合選抜各校 に コ0ス を置き、この クラスについては希望校へ の単独 出願 を認 める
変更 を提案 し(9)、翌年か ら各校 にコースが導入 された。2000年には長崎県高校 改革推進会議iの答 申
が総合選抜 の廃止を提言 し(10)、2003年度入試 か ら全面的に単独選抜に移行 した。答 申は理 由 として
次 の諸点をあげた。第一 は、住 宅地 の ドーナツ化現象によって生徒 の居住地 と成績 を按分 した合格
者 の適正な配分が困難 になっていたこ と。第 二に、推薦制 とコース制導入に よ り定員の30%以上が
希望 による特定校 への入学が認 め られ るよ うにな り、その他の生徒 ・保護者 の間か らも学校選択 を
希望す る声 が強 くなったこ と。第三 に、総合選抜制では各学校 が 「特色 を打ち出 しづ ら(く)」、「個
性尊重、価値観 の多様化 といった時代の流れ」 に相応 しくない状況 になっているこ と。第 四に、新
設校 を育成す る とい う本来の 目的が達成 され たこ と。 以上 の4点 である。
(2)解体の要因
「個性」や 「特色」 といった言葉 の下で、いずれの県 も対応 を迫 られていた共通の課題 があった
こと、 しか しまた、 これ らの課題 の優先順位 な どには違 いがあった ことが窺 えるのであ る。3県 の
経過 に共通 してい るのは第一に、都市部への人 口集 中と郡部の過疎化 が進むなかで15歳人 口の急減
期 に入 り、県全体の通 学区の大幅 な見直 しが不可避 となっていた ことで ある。1991年に全 国で186
万人 あった15歳人 口は、以後2005年の約120万人まで、ほぼ3分 の2へ と急減 した。この減少 は大都
市 でも地方 でもほぼ同様 のス ピー ドで進んだが、その後 、大都 市圏では横 ばいで推移す るようにな
るが、地方 では減少 が続 く。今後 の10年間に、長崎県では13.8%、大分県9.1%、岡山県8.8%と、
郡部 を中心に減少傾 向が続 く見込み である。 いずれの県 も全県的な通学 区の再編 に着手せ ざるをえ
ない状況を迎 え、それ が都市部 の総合選抜制解体の引き金 にもなったのであ る。通学区域 の拡大 を
め ぐる議論 が90年代 の前半 に始 まってい るのは、臨時教育審議会や 中央教育審議会の動きに連動 し





程度 を各校 が均等に受 け入れ るため、生徒 の
学力幅が大 き く、学習指導上の困難 があった
ことである。教科指導 がセ ンター試験 とい う
標準化 され たテス トに向けた内容 が中心 とな
り、二次試験 の比重の大 きい 旧帝大系や医学
部 な どへの進学希望者 の指導が不十分 にな る
傾 向があったこ とである(13)。この ことも、県
な課題 を抱 えていたのである。
第二に、総合選抜制の運用 自体に困難 を来たす よ うになっていた ことである。いずれの県で も、
特定の高校へ の入学希望者が集 中す る傾 向か ら、定員 の一部 について希望校へ の志願 を認 めるよ う
になっていたため、残 りの合格者 を各高校 に配分す る作業 は困難 な ものになっていた。 また人 口の
ドーナツ化現象 によって学校周辺 の人 口の空洞化が進 んでいた地域 もあった。 また岡 山県では総合
選抜の高校 を増設 してもなお、都市部での15歳人 口の増加 に十分対応 できず、84～87年の問に都 市
周辺部に3つ の新 しいタイプの普通科高校 を全県学区の扱いで設置 した。 この ことは、中学生た ち
の高校選択 に微妙な影響 を与え、保護者 や中学生の問に、総合選抜各校への単一志願 を求める要求
を強 める結果 となった。
第三に、保護者や 中学生の間に、 「伝統校 」への強い入学希望が あ り、総合選抜制廃止へ の圧力
があ り続 けたこ とである。その背景 には、創 立時期の古い高校の 「復活」 を希望す る同窓会や知事
な どの意 向 とさらには訴訟な どもあった(11)。臨時教育審議会答 申や 中央教育審議会答 申は、この よ
うな主張に正 当性 を与える効果 を もった といえる。ただ し、伝 統校 のあ り方は地域 によって多少、
様相 を異に していた ことにも留意すべ きである。例 えば岡山県や大分県では特定 の高校 が、エ リー
トを輩出 してきた 旧制学校の後喬 として強 く認知 されているのに対 し、長崎県では原爆被害や 占領
時代の軍政局 の強力な指導があって、旧制学校 との連続性 が薄 く、同窓会 も戦前 と戦後 とは別組織
であるな ど、戦前 とのつ なが りはあま り意識 されていない。
第四に、各 県の答 申な どには触れ られていないが、80年代 を通 じて総合選抜校 の大学進学実績の
低下が問題視 され るよ うになっていたことがある。80年代後半は、第二次ベ ビー ブーム世代 が大学
進学年齢 に差 し掛か り、全国的に大学の 「総難化」現象 が見 られた時期であ る。地方の公 立高校 と
して、地元 国立大学へ の進学者 を一定のボ リュームで送 りだす ことが基本的機能 であ り、地元の大
学収容定員 も、(図1)に 示 され てい るよ うに、高校 の増設 と並行 して拡大 していたか ら、地元の国
公立大学へ の進学実績 が大 きく低 下す ることはなかった。 しか し、東京な どの大都市圏の全 国的に











もともと総合選抜制は高校進学率の上昇 、都市部への人 口集 中に対応 して普通科高校 を増設す る
なかで拡大 してきたのであって、一定水準以上 の均質な普通科教育を限 られた生徒 を対象 に提供す
る制度であった。いずれ の地域 でも、 中学校 の学力上位層 を選抜 していたのであって、学校数が増
えても選抜性 が弱め られたわけではなかった。県民の間で総合選抜 の高校に対す る不満 があった と
して、それは個 々の高校 の教育 内容が個性的でない ことではな く、高い学力水 準の生徒が集 まるか、
伝統校 であるか、通学 の便が良いか、な どを理 由 とす る学校選択が認 め られないこ とが理 由だった
ので ある。
したがって、総合選抜制 が廃止 され たのは、15歳人 口の減少期に入 って通学区域の再編 を迫 られ
たこ とが基本的な理 由であ り、「多様 で個性的」な 「特色のある学校 づ くり」が求 め られている、と
い う中央 の言説は総合選抜制を解体す る格好 の論理 として利用 され たのであ る。 では、実際の 「特




各県 とも総合選抜 を廃止す るにあたって、各高校 には特色をもたせ、保護者 、生徒の多様化 した
二〇 ズに応 える教育を整備 す るとした。 しか し大都 市圏 と異な り地方 では地元 国立大学が主要な進
学先 とな る。1987年度 の県内四年制大学入 学者数 に占める国公立大学 の割合 は、岡山44.8%、長崎
71.9%、大分53.7%であった。普通科高校 としては生徒 たちに、センター試験 の5教 科7科 目で一
定以上の得点 をさせ る ことが基本 的条件 となる。その よ うな環境 のなかで普通科高校が、 どのよ う
な 「特色化」 を図れるものか、直ちに思いつ く疑問である。
(表1)は、岡 山県の二つの総合選抜地区の高校が単独選抜 に移行 した時の各校の制度 的特色 を
一覧 に したものであ る。高校 は 旧総合選抜 グループ ごとに創 立時期 の古い順 か ら並べた。 ここに見
られ る傾 向は、他県で もほぼ同様 である。傾 向 として、第一 にあげ られ るのは、最 も創 立の古い伝
統校では制度的な変更が行われていない ことである。岡 山朝 日高校 は単独選抜移行時 に、「旧制六高
か ら受け継 いだ広大なキャンパ ス」、 「岡山一 中以来の精神」 と、エ リー ト校 としての伝統 そのもの
を特色 として前面に出 した(14)。倉敷青 陵高校の場合 も、「創 立100年の伝統」と 「あ くなき進取の気




第二に、創 立が二番 目に古い高校 に併設型 中学校が設置 されてい ることで ある。併設中学校の設
置 に ともなって一般 には高校 の募集定員が削減 され るか ら、最上位校 に中学校 を置 くことは、教育
委員会 としても避 け る必要があ るのであろ う。文部科学省 は、公 立中高一貫教育 を進学のための学
校 に しない ことを求めていた。 しか し、 これ らのケースのよ うに母体 の高校 が伝統校 として高い地
位 を持っている場合 、保護者や児童 の強い関心 を集 めて高い倍 率 となる。実質 的に学力試験 の要素
を含む 「適性検査」が実施 され、高い水準での選抜が行 われてい る。 また二番手 と見な され る公立
高校 に一貫教育が導入 され ることは、最上位 の高校に比肩す るか、それ を凌 ぐ進学実績 を出す こ と
が期待 され るこ とになる。学校側 も例外な く、中学入 学直後か ら大学進学 を意識 した学習指導体制
を敷いている。
第三 に、戦後 に創 立 されたそれ以外 の学校には、 コースや学科また二学期制 あるいは単位制が導
入 されているこ とである。 しか し二学期制については、授業時間数 が確保 できる とい う程度 で、 中
学生 に対 してアピールす るほどの特色 とはな りえない。単位制に関 しても、選択科 目と少人数教育
によ り 「効率的な学習」 ができる ことがア ピールで きる程度で、学校 に とって加配教員 の配置が受
け られ る実利 が大きい。 また学科や コース といえ ども、国公立大学へ の進学準備教育か ら大 き く逸
脱す ることは進学校 としての地位 を 自ら否 定す ることになるか らカ リキュラムに強い特色 を出す こ
とは不可能 である。(表2)は 、大分上野丘高校 と理数科 の置かれた大分舞鶴 高校 の2007年度入学生
のカ リキュラムである。上野丘高校では 「国公 立理系型 」、舞鶴高校は理数科の ものである。舞鶴高
校 では数学 と理科が専門教科に分類 されているが、実質 的に
は各教科 に配分 される単位 数はほ とん ど同 じである。
舞鶴 高校 は、「スーパー ・サイエ ンス ・ハイスクール」(SSH)
に指定 され 、これが最大 の特徴 ともい え、理科教員な どを中
心 に意欲 的な教育プ ログラム開発 が進 め られ てい る。 しか し
大学進 学にっいては、AO入 試 な どで有利 になる生徒が一部
にあった としても、学校全体 としてのメ リッ トは小 さい。 中
学生 にとっても、学力 的に可能であれば、地域 の最上位校 に
進学す るのが 自然な選択 である。この よ うな文脈 のなかでは、
理数科や コー スは二番手以下の高校 の 「特進 クラス」 として
受 け止め られ ることになる。すでに倉敷南高校 の同類 の コー




カ リキュラム面 での多様化 は不可能であ り、スーパー ・サイエ ンス ・ハイ スクールや スーパー ・
イ ング リッシュ ・ハイスク0ル 事業 な どは単発 的なものに終 わ り ㈹ 、教育活動の特色 としては、中
学生 に強 く訴 えるものにはな りに くい。併設 中学の設置 は、中学生に とっては高校の募集枠 の削減
を意味するだけである。高校 の特色づ くりが生徒のニーズに応 えた とはい えない。では、単独選抜
は中学生たちの学校選択 を どの よ うに変化 させ たのか。
総合選抜 では合否 のボ0ダ0ラ イ ン層の生徒 の受験がひ じょうに難 しい と指摘 されてきた ㈹ 。受
験戦略に失敗すれば公立普通科 高校へ進学す る道はほ とん どな くなるか らだ。全体が単独選抜 にな
っても、 このボーダーライ ン層 に受験のモチベー シ ョンを与 えることはなかった と見 られ る。大多
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数 の中学生 たちは、 旧総合選抜 グループの学校 の受験者 は従前の学力層 に限 られ る と判 断 したよ う
である。 岡山地 区と倉敷地 区の総合選抜の応募倍率は総合選抜最 終年度、それ ぞれ1.21倍と1.07倍
であったが、単独選抜初年度には、旧グル ープ全体でそれぞれ1.22倍と1.12倍と、微増 に とどまっ
た。長崎県、大分県でもほぼ同様 の傾 向であった。
ただ し、その後、倍率 は じょじょに上が り、2008年度入試では、それぞれ1.38倍、1.27倍となっ
てい る。長崎県、大分県で も同様 の傾 向が見 られ る。進学機能 の充実 を うたった私学が一定 の地位
を得て、中学生 にとって公立 と私学 とを併願す る受験戦略 が可能になったか らであろ う。総合選抜
が廃止 され 、公立高校 間の序列 が明確 にな るにつれ、それぞれの レベル に応 じた私立高校 が公立高
校受験生の併願 先 として定着 してきたのである。大都 市圏で見 られ る高校受験 と同様 のパ ター ンで
ある。
単独選抜 に移行 した結果、 旧総合選抜校 を受験す るすべ ての 中学生 に、受験校選択 を慎重 に見極
める必要が うまれた。 いずれの地 区で も、各校 の難 易度 の情報は、模擬テス トの結果な どを基 に塾
産業 によって算出 され て広 く利用 された。最 も上位 に位置づ け られ たのは、 どこでも創 立の最 も古
い高校 であったが、高い水準での選抜 にな ることが警戒 され、倍 率はもっとも低 く、初年度 の岡 山
朝 日高校 が1.03倍、倉敷青陵高校 では0.94倍に終わった。長崎地区でも伝 統校 とされ る長崎西高校
普通科の初年度の倍 率は1.0倍であ り、いずれの地区でも、その後 も、ほぼ一貫 して地域 のなかで最
も低倍 率で推移 している(17)。最上位 とされた高校 の関係者 は、単独選抜初年度、 「ま った く違 った
学校 になったよ うだった」、 「下のほ うの生徒 がいな くなった」 との印象 をもつ一方、その他 の学校
の関係者 の印象は 「上位層がす っか り抜けた」 とい う点で共通 している。 中学生 たちが 「個性 にあ
った」学校 を選ぶ とす る議論は、一部の部活動 を動機 とした選択 に限 られ る。単独選抜 によ り公立
高校間の序列 が明瞭になったのである。
出身中学校別の分布 にも、それ
図2岡 山朝 日高校入学者の出身中学校別人数は現れている。上位校 ほ ど広い範
囲か ら学力最上位層 の生徒が集 ま
るた め、出身 中学は学 区内のほぼ
すべてが網羅 され ることにな るは
ずであ る。 岡山朝 日高校 を例に取
り上げてみてみ よ う。総合選抜最
終 の98年度 には44校か ら生徒が入
学 していた ㈹。独選抜 になると通
学 区の拡大 もあ り55校、03年度 に
は58校まで増加 した。 しか し、出
身 中学校 の拡散傾 向の一方で、出
身 中学の集 中現象 も進 んだ。(図2、 口 こaっ ーa
者数が、単独選抜後 に どのよ うに変化 したかを示 した ものである。 もっ とも激 しく変化 したのが、
岡山大学付属 中学校 である。全 国的に国立大学 の付属学校 には、教育 に強い関心 をもつ保護者の子
どもが入学 し、生徒 の学力水準 も高い傾 向が見 られ る。総合選抜 が行 われている時期に も付属 中学
校 の生徒 には、朝 日高校 を希望す るものが多かった とされ るが ㈹ 、単独選抜移行後3年 目か らは毎
年 、卒業生の3分 の1以 上 の生徒 が朝 日高校 に進学す るよ うになっている。朝 日高校 は国語 ・数 学 ・
英語の3教 科で独 自の学力検査 問題 を作成 してい るが、調査書 よ りもこの学力検査の得 点に大 きな
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通学区域の見直 しと高校の特色作 り一総合選抜制を中心に
比重 を置いてい ることを推測 させ る(20)。岡山朝 日高校 は新 しい入試制度の下で一般的な学力 のみな
らず、独 自の選抜法の準備 に対応 できるよ うな環境にある生徒でなければ入 学が難 しい学校 とな り
つつ ある。年度 によっては上位5校 で入学生の6割 近 くを占めるまでに、特定中学校 とのつ なが り
も強 くなってい る。例 えば、20名か ら40名へ と進学者 を倍増 させ たA中 学校 は、校 区のなかに大学
な どがあ り、「文教の地 として古 くか ら知 られ」、「官公署の宿舎、企業体、銀行 、商社の寮や社宅等
も多 く」、 「保護者 の教育 ・文化 に対す る関心 と熱意 は高(い)」(21)地域 にある。他 の 旧総合選抜の
地域で も同様 の傾 向が見 られ るが、新 中間層 的な社会層 が集 中 している住宅地を抱 え、学歴志 向の
強い家庭 の生徒が多い中学校 か ら、序列最 上位 の高校 への進学者 が大幅 に増加 したのである。
なお、国立大学付属 中学校 卒業生 が特定校 に集 中す る動 きは、他県 でも同様 である。長崎西高校
では、総合選抜最終年度 に44名だった長崎大学附属 中学校 出身者 が07年度に88名までに増 え、 同中
学卒業生の4割 以上が進学 している。大分上野丘高校で も07年度の在学生1041名中168名と、大分大
学附属中学 出身者 は最大 のグル ープ となっている。
4.結 論
以上見て きた よ うに、総合選抜制 か ら単独選抜制への移行 がもた らしたものは、大学進学機能 と
い う画一的基準 による高校の序列化 であった。競争的環境 が魅 力的で個性 的な教育活動を生む とい
う議論は、い くつ もの重大な条件 を無視 した ものであった と言わ ざるをえない。経済あ るいは経営
の用語を援用 しなが ら言 うな らば、第一になによ りも、総合選抜制 の高校が応 えていた需要 は、 も
とも と画一 的なものであった ことだ。大学進学 のために必要 とな る学習内容 は大学側に よって決め
られている。地方では国公立大学 が支配的である。普通科高校に進学 しよ うとす る中学生たちに と
って高校選択 の基準は、 どれほ ど国公立大学へ の進学実績 をもつ高校 であるかである。需要 内容が
画一的であれ ば、供給側 が どの程度その需要 に応 えることができ るかの一点て評価 され序列化 され
るのは当然 の結果である。高校教育改革の成功例 としてよ く取 り上げ られ る、多様で個性 的な生徒
の学習ニーズに応 え ることを うたった総合選択制高校 において も、生徒の教科 ・科 目の選択 は、従
来 の普通科高校以上に大学の受験科 目によって規定 され てい ることが指摘 され てい る(22)。
第二に各公立高校 のもつ資源、 とくにブ ラン ドカの差は圧倒的な ことである。学校教育は消費財
ではない。歴史の古い学校 ほど多 くの同窓生をもち、財政的な援助 も含 めた さま ざまな支援 が期待
できる。 また在学生向けの講演な どの教育活動 に協力す る人材 に も恵 まれている。卒業生数 とい う
資源は、戦後 の新設校 に とって埋 めよ うのないハ ンデ ィキャ ップである。
第三 に、財源や人材が 自由にな らないこ とである。企業活動 と異なって、企画 に応 じて予算付 け
をす る余地 はご く限 られ てい る。支 出の大部分 は校舎 ・設備の維持 ・管理費 と教職員の人件費であ
る。スーパー ・サイエンス ・ハイスク0ル な どの予算が、いわゆ る競争的資金 とい う性格 をもつ と
して も、教育委員会 を通 じての 申請 であるか ら、 どこの学校で も良質 な企画を用意すれば予算が付
くとい うことではない。今後、公立高校が独 自の裁 量によ り、企 業やNPOな どか らの寄付金な ど
を獲得 して教育活動 に利用 して よい とい う条件 でも生まれ ないかぎ り、状況は変 わ らない。
第四に、既設 の学校 は企業の ビジネ ス活動 と違 って立地条件 を選べない。長崎県の よ うに狭隆な
海岸部に市街地が形成 されているケースでは、周辺部の交通不便な、標 高約200メ0トルの高台 に位
置す る学校 もある。大部分の生徒 に とって 自転車での通学 は実質的に不可能である。他 県でも、校
舎 の手前に、「遅刻坂」と呼ばれ る急坂があるこ とか ら中学生に敬遠 され、競争倍率が低 下 してい る
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高校 もあ る。小 中学校 に選択制 を導入 した地域 でも同 じような現象 が起 きている。全国で もっ とも
早 く選択制 を導入 した地域の一つ である品川 区では、「高台 にあるため登校が大変 なB中 学校や学区
の端 に位置 してい るC中 学校 な どでは(生 徒 の)流 出に歯止 めがかかっていない」(23)とい う。
総合選抜制 とい う仕組みは、以上のよ うな学校個々の条件 の違い を、合格者 をあ らか じめ示 され
た基準に従 って均等に配分す ることによって克服 していたのであ る。単独選抜へ の移行 に伴 う 「特
色づ くり」は、個々の学校 に、それ らの条件 の違い を解消す るほ どの資源 も裁量 も与 えるものでは
なかったか ら、総合選抜制 によって押 さえ込 まれていた学校間の格差 が露呈す る結果 を生んだので
ある。
このよ うな結果 をみた上で、教育改革国民会議や規制改革委員会の論理 を改めて検討す ると、学
校教育の現場への理解 が不十分な面 があったのではないだろ うか。 そもそ もこれ らの組織 は、その
正統性や 専門性 において教育政策 を検討す るもの として適 当な ものであったか、い くつかの問題 点
が指摘できる。第一に、臨時教 育審議会が立法措置に よって設置 され たのに対 し、教育改革 国民会
議 は、あ くまでも首相 の私的諮 問会議であ り、教育政策 に深い知識や経験 を有す る委員 は ごく限 ら
れていた。 また内閣総理大臣を本部長 とす る行政改革推進本部の下部 に位 置づけ られた規制改革委
員会 も同様 に、教育政策 を専 門 とする人材は ごく限 られていた。つ ま り、これ らの会議や委員会は、
「政治主導 ・官邸主導」(24)の教育改革の推進力で あ り、教育政策につ いての研究者や官僚の専門性
な どは軽視 された。
規制改革委員会の会議議事録 を検討す ると、「見解」が発表 され るまでの20回の経過 のなかで、通
学 区域制に関 しては、第15回会議 で唐突に 「通学 区域 の弾力化については、学校選択権 を重視 した
方式 に改める必要がある」 とい う議論が あった、 と報告 され たのがほ とん ど唯一の記録で ある(25)。
「学校選択権」 とい う社会的に も法的 にも定着 してい るとは言 えない権利観念 によって、公立学校
の選択が主張 されている。 しか も 「見解 」のなかには、「公立高等学校 の通学区域 は、進 学希望者 が
就学すべき高等学校 を指定 して、教育委員会 が定 めることとしている」 と、文意 の正確 な把握が困
難 な振れた表現があるな どの問題点 も指摘 できる。
これ らの委員会の提言 は現在 の ところ、少了化や人 口の偏在に よって公立学校 の統廃合 を迫 られ
てい る各地 の教育委員会 に、学校 の 「自然淘汰」 を待 つ市場原理 主義的な改革構想 を支持す る役割
を果た している といえる。実際に総合選抜制 か ら単独選抜 に移行 した各地域 では、高校 の統廃合 を
危惧す る声 が一部の高校 の卒業生な どの問に既 に起きている。総合選抜制 の廃止 が、「特色ある学校
づ くり」 とい う教育委員会の掛 け声 とは異な り、15歳人 口の減少 に応 じた政策 であると受 け止 め ら
れ てい るのである。 いずれの教 育委員会 も現 時点では、高校の統廃合 を予定 していない。 当面の15
歳人 口の変動 には募集 クラス数 の調整で対応す るであろ う。 しか し中長期的には 「生徒 を集 め られ
ない」高校 が生 じ、統廃合の機運 が強まって くることは避 け られない。公立高校 を競争 的環境 にお
く政策は、教育委員会 に とっては難 しい調整 を避 ける方法 かも しれ ない。 しか し、文部科学省の通
知 の本来の主 旨を踏 まえれば、地域 の高校教育 を将来にわたって どのよ うに保 障 してい くのかを、
主体的に構想 してい くことこそが教育委員会 に求 め られ てい る課題 ではないであろ うか。
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